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日時 平成２９年１１月１１日（土） 

 １０：００～１１：００ 

会場 高知県立県民文化ホール 事務棟４階第６多目的室 

（高知市本町４丁目３－３０） 

    

第３回全国研究交流大会前夜祭 

自立相談支援員実践研修 

就労準備支援実践研修 

家計相談支援実践研修 

第３回全国研究交流大会 

実行委員会、理事会 
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社員社員社員社員総会式次第総会式次第総会式次第総会式次第    

    

一、開会宣言一、開会宣言一、開会宣言一、開会宣言    

    

二、開会挨拶二、開会挨拶二、開会挨拶二、開会挨拶    

    

三、三、三、三、議長および書記および議事録署名人選出議長および書記および議事録署名人選出議長および書記および議事録署名人選出議長および書記および議事録署名人選出    

    

四四四四、議案提案、議案提案、議案提案、議案提案    

第一号議案第一号議案第一号議案第一号議案    平成平成平成平成２２２２８８８８年度活動報告承認年度活動報告承認年度活動報告承認年度活動報告承認の件の件の件の件    

第二号議案第二号議案第二号議案第二号議案    平成２平成２平成２平成２８８８８年度決算報告年度決算報告年度決算報告年度決算報告承認承認承認承認のののの件件件件    

                        監査報告監査報告監査報告監査報告    

第三号議案第三号議案第三号議案第三号議案    平成２平成２平成２平成２９９９９年度年度年度年度活動方針決定活動方針決定活動方針決定活動方針決定の件の件の件の件    

第第第第四四四四号議案号議案号議案号議案    平成２平成２平成２平成２９９９９年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件    

    

五五五五、質疑応答、質疑応答、質疑応答、質疑応答    第一号議案～第第一号議案～第第一号議案～第第一号議案～第四四四四号議案号議案号議案号議案    

    

六六六六、採決、採決、採決、採決    

    

七七七七、議長解任、議長解任、議長解任、議長解任    

    

八八八八、閉会、閉会、閉会、閉会    
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第一号議案第一号議案第一号議案第一号議案    平成平成平成平成２２２２８８８８年度活動報告承認の件年度活動報告承認の件年度活動報告承認の件年度活動報告承認の件    

一、活動庶務 

＜平成２８年＞ 

１０月 ３日（月）事務局打合せ（福岡） 

１０月  ６日（木）第二期第６回理事会、実行委員会 

１０月１１日（火）会報１号発送 

１０月１９日（水）平成２７年度会計監査 

１０月２７日（木）赤い羽根福祉基金第１回助成授与式、説明会 

１１月  ３日（木）第二期第７回理事会、実行委員会 

１１月１１日（金）第３回全国研究交流大会（前夜祭） 

１１月１２日（土）第二期第８回理事会、実行委員会 

１１月１２日（土）第三期社員総会 

１１月１２日（土）第三期第一回理事会 

１１月１２日（土）第３回全国研究交流大会（神奈川）開催  

～１３日（日） 

１２月１９日（月）事務局打合せ（東京） 

１２月２６日（月）第４回現地実行委員（高知）家計相談支援事業ヒアリング調査（高知市） 

１２月２７日（火）家計相談支援事業ヒアリング調査（高知市社協） 

＜平成２９年＞ 

１月１０日（火）就労準備支援事業ヒアリング調査（松本市） 

１月１１日（水）事務局打合せ（福岡） 

１月１２日（木）家計相談支援事業ヒアリング調査（名古屋市、豊中市） 

１月１３日（金）会報２号発送 

１月１６日（月）第三期第２回理事会、実行委員会 

１月１７日（火）家計相談支援事業ヒアリング調査（世田谷区、新宿区、高知市（ＦＰ協会／

東京）） 

～１８日（水）就労準備支援事業ヒアリング調査（鳥取県倉吉市、東部 4 町、中部４町） 

        家計相談支援事業ヒアリング調査（横浜市、千葉市） 

１月２０日（金）就労準備支援事業ヒアリング調査（松戸市） 

１月２３日（月）就労準備支援事業ヒアリング調査（函館市） 

１月２４日（火）家計相談支援事業ヒアリング調査（長岡市） 

１月２５日（水）家計相談支援事業ヒアリング調査（川越市） 

１月３０日（月）家計相談支援事業ヒアリング調査（中間市） 

１月３１日（火）就労準備支援事業ヒアリング調査（世田谷区） 

２月 ３日（金）就労準備支援事業ヒアリング調査（西宮市） 

２月 ６日（月）就労準備支援事業ヒアリング調査（名古屋市） 

２月 ７日（火）就労準備支援事業ヒアリング調査（墨田区） 

２月１０日（金）家計相談支援実践セミナー（東京） 

就労準備支援事業ヒアリング調査（大阪府、池田市、泉佐野市、豊中市、 

東大阪市、河内長野市、摂津市、大阪狭山市、市原市）     

 ２月１３日（月）事務局打合せ 

 ２月１５日（水）就労準備支援実践セミナー（東京） 

２月２０日（月）現地実行委員会（高知） 

～２１日（火） 

２月２２日（水）就労準備支援実践セミナー（福岡） 

２月２４日（金）家計相談支援実践セミナー（愛知） 

３月 ７日（火）第三期第３回理事会、実行委員会、 



4 

 

Ｈ２８年度社会福祉推進事業 第２回検討委員会 

３月１５日（水）事務局打合せ（福岡） 

３月１６日（木）自立相談支援実践セミナー（福岡） 

～１７日（金）Ｈ２８年度社会福祉推進事業 第３回検討委員会（自立）  

３月２８日（火）Ｈ２８年度社会福祉推進事業第３回検討委員会（就労・家計合同） 

４月 ６日（木）事務局打合せ（福岡） 

４月２８日（金）赤い羽根福祉基金 第２回授与式、説明会  

５月 ２日（火）第三期第４回理事会、実行委員会 

５月 ９日（火）第４回現地実行委員会（高知） 

５月１１日（木）会報３号発送 

６月１５日（木）生活困窮者自立支援制度従事者研修講師登録のお願い発信（過去全国大会登壇

者、国の困窮者支援従事者養成研修講師他） 

６月３０日（金）第４回現地実行委員会（高知） 

７月 ４日（火）第三期第５回理事会、実行委員会 

８月 ９日（水）事務局打合せ(福岡) 

８月１０日（木）第４回全国研究交流大会開催要綱発送 

８月１４日（月）生活困窮者自立支援制度従事者研修講師登録紹介発信（全国都道府県、指定

都市、中核市） 

８月１７日（木）事務局打合せ（高知） 

８月１８日（金）第４回現地実行委員会（高知） 

８月２８日（月）事務局打合せ（大阪） 

９月 1 日（金）会報４号発送、メルマガ(通巻０１９)発行 

９月１３日（水）中央共同募金会との協議 

９月２０日（水）第５回全国研究交流大会会場下見、打合せ（熊本） 

９月２１日（木）第三期第６回理事会、実行委員会 

９月２２日（金）日本財団との協議、中央共同募金会との協議 

 

＜第三期 実行委員会・理事会の開催＞ 

第１回 理事会（平成 28 年 11 月 12 日） 

   開催場所 川崎市教育文化会館 ６階 大会議室 

   出席人数 17 名 

   議  題 ・代表理事の選定について 

・代表理事による事務局長、事務局次長を任命 

 第 2 回 実行委員会・理事会（平成 29 年 1 月 16 日） 

   開催場所 ＴＫＰ新橋カンファレンスセンター 

   出席人数 14 名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第３回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について  

        ・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ＜理事会＞ 

・厚生労働省社会福祉推進事業について 

・生活困窮者自立支援法改定に向けた検討について 

・地域力強化検討会の中間取りまとめについて 

・会計報告 
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 第 3 回 実行委員会・理事会（平成 29 年 3 月 7 日） 

   開催場所 （株）オルタートレードジャパン会議室 

   出席人数 12 名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第３回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について  

        ・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ＜理事会＞ 

・厚生労働省社会福祉推進事業について 

・各地の人材育成の促進に向けた取り組み推進のご相談について 

・生活困窮者自立支援法改定に向けた検討について 

・会計報告 

第 4 回 実行委員会・理事会（平成 29 年 5 月 2 日） 

   開催場所 （株）オルタートレードジャパン会議室 

   出席人数 14 名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第３回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について  

        ・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ・第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

＜理事会＞ 

・厚生労働省社会福祉推進事業について 

・人材育成のための講師名簿の作成管理について 

・生活困窮者自立支援法改定に向けた検討について 

・会計報告 

第 5 回 実行委員会・理事会（平成 29 年 7 月 4 日） 

   開催場所 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 第１会議室 

   出席人数 13 名 

   議  題 ＜実行委員会＞ 

・第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

        ・第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

＜理事会＞ 

・人材育成のための講師名簿の作成管理について 

・生活困窮者自立支援法改定に向けた検討について 

第 6 回 実行委員会・理事会（平成 29 年 9 月 21 日） 

   開催場所 （株）オルタートレードジャパン会議室 

   出席人数 12 名 

   議  題 <実行委員会＞ 

・第 4 回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

・第 5 回生活困窮者自立支援全国研究交流大会について 

＜理事会＞ 

・第四期社員総会について 

・厚生労働省社会福祉推進事業について 

・人材育成のための講師名簿の作成管理について 

・生活困窮者自立支援法改定に向けた検討について 

・会計報告 
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二、第３回生活困窮者自立支援全国研究交流大会は１３００人を超える参加

があり、熱気溢れる大会となりました。 

（１）日時：平成２８年１１月１２日（土）１３日（日） 

（２）会場：１２日：川崎市教育文化会館（神奈川県川崎市） 

１３日：慶應義塾大学日吉キャンパス（神奈川県横浜市） 

（３）テーマ：広範なプレーヤーと共に－制度の見直し充実に向けて！ 

（４）開催趣旨：生活困窮者自立支援法に基づく『人に着目した』各地の取り組みは 2 年

目に入り、一定の前進と課題を明らかにしつつある。この制度がこれま

でにない新しいものであるだけに、地域実情に応じた多様な取り組みと

なっていることが特徴と言える。来年はこの制度の施行後 3 年目を迎え、

制度の見直しが想定されている。地域の多様な実践に携わる私たちがそ

の経験を持ち寄り、学びあい支えあうことがなにより大切である。そし

て携わる人たちの横断的なネットワークを広げながら、制度を如何に見

直し、充実するのかをともに考えよう。全国の支援員及び諸団体、行政

等関係機関、学識者が一堂に介した第 3 回研究交流大会を、神奈川県川

崎市、慶応大学日吉校を会場に開催する。 

（５）参加者：１，０７４人（社員１４人、会員７４５人､一般３０８人､学生７人） 

※講師、スタッフ含めて 総数 １，３１８人    

（６）参加費：１人１０，０００円（※会員及び学生は７０００円。） 

（７）後援：内閣府、厚生労働省、消費者庁、金融庁、消費者庁、全国社会福祉協議会、

神奈川県、川崎市、横浜市、神奈川県社会福祉協議会、川崎市社会福祉協議会、

横浜市社会福祉協議会 

（８）企画内容 

１．前夜祭 

①日時：１１月１１日（金）１８：００～２０：４５ 

    ②講演：「誰もが自立できる社会を目指して 困窮者支援・地方創生・介護保険」 

        山崎史郎と宮本太郎の熱烈対談 

③参加者：５８人  

２．１日目 １１月１２日(土) １２:００～１７：２５ 

    ①基調鼎談「生活困窮者支援が切り拓くもの～制度見直しに触れて～」 

      鼎談者：大森彌（東京大学名誉教授）、宮本太郎（中央大学法学部教授） 

          本後健（厚生労働省社会・援護局 生活困窮者自立支援室室長） 

②国会議員編「政治の力で生活困窮者支援を支える 決意表明」 

      パネラー：とかしきなおみ（自由民主党衆議院議員）、細野豪志（民進党衆議

院議員）、山本香苗（公明党参議院議員） 

      コーディネーター：宮本太郎（中央大学法学部教授） 

 ③自治体編「困窮者支援で今こそ自治体政策転換」 

   パネラー:葛西憲之（弘前市長）、松本昭夫（北栄町長）、亀井利克（名張市長） 

   コーディネーター：駒村康平（慶応義塾大学経済学部教授） 

    ④特別講演「希望学から考える困窮者支援」 

      講師：玄田有史（東京大学社会科学研究所教授）  

    ⑤徹底討論「孤立させず、地域でつなぎささえるには」 

      パネラー：池田昌弘（ＮＰＯ法人全国コミュニティライフサポートセンター

理事長）、湯浅誠（法政大学現代福祉学部教授）、山崎博之（長野
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県社会福祉協議会相談事業部自立支援グループ主事）、岡田百合子

（ＮＰＯ法人ワーカーズ・コレクティブ協会専務理事） 

      コーディネーター：奥田知志（ＮＰＯ法人抱樸理事長） 

    ※大懇親会 １８：３０～２０：００          参加者数：３２８人 

（９）２日目 １１月１３日（日） ９：３０～１５：００ 

分科会企画テーマ、登壇者、参加者数（集約時点） 

①分科会１「雇用・地方創生と自治体の困窮者支援」 

参加者数：１４０人 

      パネラー：中野謙作（一般社団法人栃木県若年者支援機構「しごとや」代表

理事）、吉田直弘（川崎市生活自立・仕事相談センター＜だいＪＯ

Ｂセンター＞センター長）、松尾勝浩（伊丹市健康福祉部生活支援

室室長兼自立相談課課長）、森園仁美（有限会社ティ・エヌ・ティ

代表取締役） 

      コーディネーター：西岡正次（Ａ‘ワーク創造館＜大阪地域職業訓練センタ

ー＞就労支援室長） 

    ②分科会２「就労・労働の新しいカタチとに担い手」」 

参加者数：２２７人 

      パネラー：佐藤修太郎（当事者：大里総合管理株式会社工事部）、木原孝太（当

事者：大里総合管理株式会社管理部）、野老真理子（企業者：大里

総合管理株式会社社長）、野々村光子（支援者：東近江圏域働き・

暮らし応援センター“Tekito-”センター長）、萩原政登（当事者：

ワーカーズコープ連合会・センター事業団神奈川事業本部横浜中

区地域福祉事業所）、鳴海美和子（支援者：ワーカーズコープ連合

会・センター事業団 神奈川事業本部自立就労支援プロジェクト）、

谷洋介（当事者：株式会社泉州アグリで農業実習中）、太田光昭（支

援者：NPO 法人おおさか若者就労支援機構） 

③分科会３「地域で共に生きる！子ども・若者支援」 参加者数：１９１人 

パネラー：青砥恭（全国子どもの貧困・教育支援団体協議会代表幹事）、栗

林知絵子（NPO 法人豊島子ども WAKUWAKU ネットワーク 理事長）、

石井正宏（ＮＰＯ法人パノラマ 理事長）、鈴木健（川崎市ふれあ

い館職員）、 

コーディネーター：新保幸男（神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授） 

    ④分科会４「まずは安心して住むことから！―これからの居住支援と住宅確保給

付一時生活支援」             参加者数：２１４人 

パネラー：井上由起子（日本社会事業大学専門職教授）、梅本政隆（大牟田

市居住支援協議会大牟田市保健福祉部長寿社会推進課主査）、豊田

茂（リクルートフォレントインシュア取締役）、瀧脇憲（NPO 法人

自立支援センターふるさとの会理事） 

コーディネーター：水内俊雄（大阪市立大学都市研究プラザ教授）、奥田知

志ＮＰＯ法人抱樸理事長） 

    ⑤分科会５「社会的自立ができない生きづらさを抱える若者がいる」 

       参加者数：２０５人 

基調講演：加藤彰彦（沖縄大学前学長・名誉教授）、塚越敎子（NPO 法人くら

し協同館なかよし理事長）、綿貫公平（認定 NPO 法人文化学習協同
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ネットワーク理事） 

      コーディネーター：志波早苗（生活サポート生協・東京＜パルシステム生活

協同組合連合会＞事務局）  

    ⑥分科会６「高齢者問題と地域包括ケアの包括化」    参加者数：１６０人 

      パネラー：加藤弘（川崎市健康福祉局生活保護・自立支援室担当課長）、朝倉 

由美子（公益社団法人福井市シルバー人材センター前常務理事・

事務局長）中恵美（金沢市地域包括支援センターとびうめセンタ

ー長）、勝部麗子（豊中市社会福祉協議会 福祉推進室長） 

      コーディネーター：和田敏明（ルーテル学院大学名誉教授／コミュニティ人

材養成センター所長） 

    ⑦分科会７「生活困窮者自立支援のススメ方・・入門編」 参加者数：２０１人 

      パネラー：①コンソーシアム 

大熊宗麿（名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター名駅（名

古屋市社会福祉協議会）センター長兼主任相談支援員）、 

石川貴晴（名古屋市仕事・暮らし自立サポートセンター名駅（NPO

法人 ICDS 就労準備支援員） 

②直営 

松井みすゞ（駒ヶ根市役所 民生部福祉課障がい福祉係 係長） 

③委託 

永吉哲三（沖縄県労働者福祉基金協会沖縄市就職・生活支援パ

ーソナルサポートセンター主任相談支援員） 

④地域づくり 

鈴木弘一（山形市社会福祉協議会地域福祉部門統括主幹） 

      コーディネーター：原田正樹（日本福祉大学社会福祉学部教授）  

    ⑧分科会８「自立支援のための家計相談活用術―めざせ必須事業！」  

参加者数：１６４人 

      パネラー：佐藤剛士（阿蘇市市民部市民課生活相談係主任相談支援員）、 

林星一（座間市福祉部生活援護課自立サポート担当主査（主任相

談支援員）、生水裕美（野洲市市民部市民生活相談課課長補佐）、

木村泰之（徳島市社会福祉協議会 徳島市生活あんしんサポート

センターセンター長）  

      コーディネーター：行岡みち子（生活協同組合連合会グリーンコープ連合  

常務理事） 

    ⑨分科会９「生活困窮者自立支援制度」におけるアウトリーチ（訪問支援） 

参加者数：２３７人 

      パネラー：山田耕司（ホームレス自立支援センター北九州施設長） 

穴澤義晴（JYC フォーラム事務局長）、工藤啓（認定 NPO 法人育て

上げネット理事長）  

コーディネーター：谷口仁史（NPO スチューデント・サポート・フェイス代

表理事） 

    ⑩分科会１０「神奈川の市民参加によるネットワーク型支援の課題と可能性」 

参加者数：１５１人 

      パネラー：鈴木晶子（一般社団法人インクルージョンネットかながわ代表理

事）、鈴木恵子（ボランティアグループすずの会代表）、石上恵子
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（一般社団法人神奈川県生活サポート専務理事）、尾添良師（日本

労働者協同連合会センター事業団神奈川事業本部本部長）、城田喜

子（生活クラブ生活協同組合副理事長）、山本和男（生活クラブ生

活協同組合たすけあいネットワーク事業部新規事業推進室室長）  

コーディネーター：藤井敦史（立教大学コミュニティ福祉学部コミュニティ

政策学科教授）  

    ⑪分科会１１「震災と地域セーフティーネット」   参加者数：６０人 

      基調講演：菅野拓（阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター研究員）  

パネラー：多々良言水（公益財団法人共生地域創造財団事務局長）、西崎文

雄（仙台市健康福祉局生活再建推進部生活再建推進室室長）、津久

井進（日本弁護士連合会災害復興支援委員会委員長）、下錦田英夫

（熊本市政策局復興部住宅再建支援課主幹）、 

コメンテーター：菅野拓（阪神・淡路大震災記念人 と防災未来センター研

究員）  

コーディネーター：新里宏二（一般社団法人パーソナルサポートセンター   

代表理事＜弁護士＞）  

（１０）アンケート結果（４７８人） 

   １．所属（複数回答） 

    行政８０人、社協１３０人、ＮＰＯ法人５２人、民間支援団体４０人、 

協同組合組織９３人、その他６４人、無回答２４人 

   ２．各企画別５段階評価結果（％） 
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（１２）まとめ 

この大会は、生活困窮者自立支援制度がスタートして２年目に入った２０１６年１１

月に開催されたことから、大きく括って３つの点が問われていた。 

 第一には、何よりもこの制度の意義と成果を確認することである。包括的、個別的、

伴走的な支援を目指し、福祉と雇用を架橋しようとする生活困窮者自立支援制度は、こ

れまでの縦割り型の福祉行政への挑戦という面もあった。またそのような福祉行政のあ

り方を変えようとする自治体と地域からの動きを集約したものでもあった。そのことか

らすれば当然なのであるが、施行１年目の段階では、自治体の戸惑いも少なからずあっ

た。２年目でもそのような問題が解消されたわけではない。しかし、本大会初日の自治

体セッションでの議論に窺えるように、この制度を巧みに使いこなす自治体の経験も広

がり、制度の定着と発展に大きな展望が拓けた。 

 第二に、制度が定着しつつあるからこそ見えてくる、さらなる発展のための様々な課

題を明らかにしていくことである。自立相談支援を関係機関といかにつなぐか、雇用の

現場を制度にどのように引き込むか、この制度をテコにまちづくりをすすめるのに必要

な条件は何か、等々である。 

 第三に、この制度自体の定着と発展を、地域福祉全体の転換という枠組のなかで考え

ることである。この制度をもひな形の一つとして、介護や障害、子ども支援など、地域

の制度全体を再編しようとする流れが広がっている。厚生労働省は２０１６年７月に「地

域共生社会実現本部」を設置したが、この流れを象徴するものと言える。本大会が報告

者や議題設定の幅を一回り大きく広げて開催されたのもこうした背景と関わる。 

 前の二回の大会同様、地域から行政から大学から集まった報告者、討論者によって密

度の濃い議論が展開され、以上の３点にかかわって本大会は大きな成果をあげた。 
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三、厚生労働省社会福祉推進事業「相談支援現場の状況に合わせた人材育成」

に取り組み、ヒアリング調査と課題に合わせた実践的な研修を行いまし

た。 

（１）ヒアリング調査 

 １）就労準備支援事業 

   ①調査先（１月１０日～２月１０日に実施） 

� 北海道函館市 NPO 法人ワーカーズコープ茜 

� 長野県松本市 企業組合労協ながの 

� 兵庫県西宮市 株式会社リーガルマインド 

� 愛知県名古屋市 名古屋くらしサポートコンソーシアム 

� 千葉県松戸市 NPO 法人ユニバーサル就労ネットワークちば 

� 大阪府、池田市、泉佐野市、豊中市、東大阪市、河内長野市、摂津市、 

� 大阪狭山市 A’ワーク創造館 

� 鳥取県倉吉市、東部 4 町、中部 4 町 NPO 法人ワーカーズコープ 

� 千葉県市原市 社会福祉法人ききょう会 

� 東京都墨田区 中高年事業団やまて企業組合 

� 東京都世田谷区 株式会社パソナ パソナキャリアカンパニー松本市 

    ②調査結果とまとめ 

      全国１０箇所の自治体のヒアリング調査をした結果、就労準備支援事業の実

践において、共通した課題は、「対象者支援」と「事業間連携」そして「出口支

援」であることが判明した。 

「対象者支援」においては「自己評価と現実との乖離」や「認知や自己理解

の乏しさ」「就労意欲がない」等も支援困難の理由である。「事業間連携」では、

自立相談支援機関との連携できているが、「自立相談支援機関からなかなかプラ

ンがおりてこない」や、「法人が違うため、連携がとれていない」等が見られた。

就労体験・訓練先や実習先、そして就職先の開拓に課題をもっている自治体は

非常に多い。就労準備支援プラン件数が突出して多い自治体は、プラン平均期

間が１～２ヶ月と短いこと、「出口支援」である就労先の企業に対するオーダー

メイド的な就職支援や定着支援の内容が充実しており、自立相談支援機関との

密接な連携が理由と言える。就労準備支援事業において今後求められる要素は、

「経済的困窮の緊急度に応じた就労準備支援中の生活保障や就労活動に伴う経

費の捻出」、そして「就労後の定着率」が要である。  

  ２）家計相談支援事業 

    ①調査先（１２月２６日～１月３０日に実施） 

� 名古屋市 名古屋市 仕事・暮らし自立サポートセンター金山 

� 豊中市 豊中市 市民協働部 

� 世田谷区 ぷらっとホーム世田谷事務所 

� 新宿区 新宿区役所第二分庁舎（本館） 

� 高知市 高知市役所、高知市社協、日本 FP 協会（東京） 

� 横浜市 中高年事業団やまて企業組合横浜支店 

� 千葉市(特非)ＶＡＩＣコミュニティケア研究所、生活クラブ生活協同組合 

� 長岡市 長岡パーソナル・サポート・センター 

� 川越市 川越市自立相談支援センター" 
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� 中間市 市民生活相談センター 

②調査結果とまとめ 

１．今回の調査結果から、家計相談支援の効果を十分に発揮していくためには、

自立相談支援事業所が同一事業所で家計相談支援事業を実施していたとして

も、家計相談支援は自立した一つの事業としての認識を持ち、家計相談支援

の専門性を十分に発揮しながら連携していく関係にあることが重要だと分か

った。そのためには出来れば家計相談支援員は専任が望ましいが、兼任であ

っても家計相談支援は自立相談支援とは別事業であるとの組織内の認識が明

確に共有されていれば、家計相談としての業務の推進を図り、成果を残して

いる。 

支援のあり方としても自立相談支援事業と家計相談支援事業の事業体が鮮

明に区別されて意識されている事業体では、その両者がそれぞれ違った視点

と支援アプローチを実施することで相談者の自立支援に有効に働いている。 

２．家計相談支援と生活福祉資金の連携の取り方について、家計相談支援が必

須事業となるのであれば、自立相談支援から情報が繋がるだけではなく、家

計相談支援と直接に連携するための仕組みを見直す必要がある。 

今回ヒアリングした全ての自治体や受託団体は、生活福祉資金と家計相談

支援との連携は貸付の償還や自立支援に有効であるとの見解であった。困窮

者の自立支援を充実させるためには、生活福祉基金がさらに活用しやすくな

り、相談者の自立と生活の安定に繋がるように家計相談支援と生活福祉資金

の貸付窓口との連携が求められている。 

（２）実践研修 

１）就労準備支援事業 

① 開催日時・会場 

・２月１５日 東京都 全国障害者総合福祉センター戸山サンライズ大会議室 

・２月２２日 福岡県 九州ビル 大ホール 

② まとめ 

「１．対象者支援のあり方について」「２．事業間連携のあり方について」「３．

出口支援である企業開拓のあり方について」に焦点を当て、グループワークを

主に実施した。多くのセミナー参加者からは、その内容について共感や賛同が

得られた。一方で①より実態的な事業運営や支援方法に関する情報共有②成功

事例をはじめとしたさまざまなケース事例を通しての支援手法獲得③困難ケ

ースへの対応方法やなかなか見えない出口の見出し方④企業開拓への着手と

それが進まないことの課題解決方法及び企業開拓手法獲得が求められている

ことが分かった。今後も就労準備支援事業の実態調査や、それに伴う課題の抽

出、また、今回の就労準備支援実践セミナーの参加者の「生の声」が反映され

た研修や勉強会の企画・開催等が求められる、 

２）家計相談支援事業 

① 開催日時、会場、参加者数 

・２月１０日 東京都 ＷＴＣコンファレンスセンター ３階ＲＯＯＭＡ 

６０名（内訳：自治体１４名、社協１９名、社会福祉法人３名、民間他２４

名） 

・２月２４日 愛知県 名古屋市桑山ビル ３Ｆ ３Ｂ会議室 

６２名（内訳：自治体２５名、社協３１名、社会福祉法人２名、民間他４名） 
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② まとめ 

今回の家計相談支援実践研修はベテラン、未経験者、家計相談実施検討中自治

体職員と多様な参加状況となったため、①基礎講義②実践事例のグループ検討

③参加者交流とトータルに学べる内容とした。自治体の立場からも家計相談支

援の有効性が報告され、和田理事からは厚生労働省の生活困窮者自立支援のあ

り方検討会の家計相談支援事業に関する検討の様子が報告され、参加者にとっ

ては、家計相談支援事業の現状と課題、必須化の動き、家計相談支援の基礎と

なる考え方や仕組みから具体的な事例検討、自治体の取組みに至るまで、家計

相談支援全体を把握することが出来る内容となった。アンケートでは各講義で

4.5 前後と高い評価を得ており、初心者からベテランまでそれぞれに学べる内

容があったことが分かる。制度施行から約２年が経過し、国やグリーンコープ

の研修を受けているところは、家計相談支援への理解が一定進んでいるが、そ

うでないところは、家計相談支援そのものの理解が弱く誤解しているところが

多い。また、一定のレベルで実施できているところも、困難事例を前に新たな

課題に直面し、更なるスキルアップを求めていることが分かった。今回の申込

状況から見ても全国的に家計相談支援の研修が求められており、またその研修

内容の要望は幅広い。各相談事業所ごとには家計相談支援員は１名程度であり、

相談先がないため孤立し、支援方法や自立相談支援事業所等との関係の仕方に

悩んでいる実態も明らかになった。今後も全国的な家計相談支援の充実とスキ

ルアップのための研修を続けていくことが必要と思われる。 

３）自立相談支援事業 

① 開催日時・会場 

・３月１６日～１７日 福岡県 九州ビル 大ホール 

    ②まとめ 

１日目の研修の基軸となったアウトリーチに関しては、支援手法の困難性か

ら公的支援としてのノウハウの検証・蓄積が遅れており、参加者の課題意識も

高く、積極的な参加姿勢が見られた。「生活困窮者自立支援法の理念を遵守しつ

つ、支援に対する拒絶感、警戒感を持つ当事者にいかにアプローチすべきなの

か？」社会保障審議会特別部会委員２名、実践団体１名を講師に招いた１日目

のシンポジウムは、５段階評価で４．７と極めて高い評価を得た。「講義及び演

習」に関しては、事前準備からアウトリーチの実践、その後の社会参加・自立

に至るまでのプロセスを取り上げた。通常５日かけて行うプログラム内容を短

縮して実施したため、アンケートにおいて時間の短さを指摘する声が一部見ら

れたものの、シンポジウムと同様に４．６と高い評価を得た。 

研修全体の評価としても、５段階評価ですべての項目で 4.5 以上の高評価を得

られたことからも本研修の趣旨目的が達成された。 
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四、会員向け情報発信活動として、今期より会報を発行し、メルマガやホー

ムページへの掲載と合わせて、最新情報や困窮者支援の現場の様子をお

届けしました。 

 （１）会報の発行 

   ・赤い羽根福祉基金の助成を受けて、今期より、会報を４回発行し、全会員に郵送

した。 

   ・会報１号では、第３回全国研究交流大会の告知、会報２号では第３回全国研究交

流大会の報告とＨ２９年度社会福祉推進事業実践研修の告知、会報３号ではＨ２

９年度社会福祉推進事業実践研修（就労準備支援、家計相談支援、自立相談支援）

の報告、会報４号では、Ｈ２９年度社会福祉推進事業ヒアリング調査（就労準備

支援、家計相談支援）の報告、第４回全国研究交流大会の告知を行った。 

   ・会報には、会員から直接取材依頼他、ご意見をいただけるようにしたことで、双

方向のやり取りを開始した。 

（２）ホームページでの掲載 

  ・第２回全国研究交流大会や第１回実践研修＆シンポジウムの案内の他、厚生労働

省からの情報や関連団体のシンポジウムや研修の案内など、困窮者支援に関する

情報を随時アップした。 

・ホームページの問合せコーナーに寄せられる相談者、相談支援員からの質問や困

窮者支援に関わる団体からの研修講師依頼等に対し、連携団体と協力しながら対

応した。 

（３）会員向けのメルマガの発信 

・会員向けにメルマガを発行し、第４回全国研究交流大会や実践研修の参加を呼び

かけた。 

・さらに、困窮者支援に関する直近の情報を随時届けた。 

（４）まとめ 

  ・今期から会報を全会員に郵送したことで、メールアドレスを登録していない会員

も含め、確実に情報を届けることができた。 

・会報を発行することで、会員は制度に関する最新情報の入手など事業内容や支援

に役立つ情報を得ることができ、会員のメリットを実感できたものと思われる。 

・また、会報に会員からのご意見ページを設けたことで、取材希望や住所変更他の

連絡等、双方向のやり取りも増えてきており、ネットワークの基盤形成に繋がっ

ている。 

  ・今後は、会員の困窮者支援現場の取材等を活発にし、さらに支援現場に役立つ情

報として機能できるよう内容を充実させていきたい。 
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第二号議案第二号議案第二号議案第二号議案    平成平成平成平成２８２８２８２８年度決算報告承認の件年度決算報告承認の件年度決算報告承認の件年度決算報告承認の件    

 

Ⅰ、第三期（28 年度）決算報告 

（平成 28 年 10 月 1 日～平成 29 年 9 月 30 日） 

 

一、第三期（平成 28 年度）の主な事業活動の内容 

１、第３回生活困窮者自立支援全国研究大会の開催 

２、相談支援現場の状況に合わせた人材育成調査研究事業 

（平成 28 年度 厚生労働省社会福祉推進事業） 

３、相談支援スキル強化事業 

４、第 4 期に開催する第 4 回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の準備 

 

二、第三期（平成 28 年度）の損益の概況および第三期予算との比較 

１、収入の部（36,620,000 円予算に対し⇒36,604,110 円） 

（１）生活困窮者自立支援全国ネットワークの最大イベント第 3 回全国研究交流大会が

開催され、1,074 人（社員 14 人、会員 745 人、一般 308 人、学生 7 人）の参加があ

り、大会参加費として 8,435,000 円を計上した。 

（２）日本財団より、「第 3 回全国研究交流大会の開催」の事業助成として 6,910,000 円

を受けた。 

（３）赤い羽根福祉基金より「生活困窮者自立支援に携わる人のための全国研究交流大

会を開催する事業」の助成 7,500,000 円を受けた。 

（４）平成 28 年度厚生労働省社会福祉推進事業の助成 10,000,000 円を受け、相談支援

現場の状況に合わせた人材育成調査を実施した。 

（５）会費、寄付金については、会費 3,521,000 円（社員 56 人、会員 817 人、賛助団体

7 団体）、寄付金 118,000 円の合計 3,639,000 円となった。 

（６）第三期（平成 28 年度）、活動方針に沿って、全国研究交流大会の開催、相談支援

スキル強化事業、相談支援現場の状況を把握するために調査を行い、支援員に対す

る実践研修を開催する調査研究事業を実施した。全国研究交流大会は予算以上の参

加があったこと、また活発な活動を行うことで助成金を受けることができたことで、

予算通りの収入となった。 

 

２、支出の部（36,620,000 円予算に対し⇒33,810,679 円） 

（１）社団運営費（3,730,000 円予算に対し⇒932,780 円） 

１）赤い羽根福祉基金の助成事業として相談支援スキル強化事業を受けることがで

きた。その助成金より、会報発行やメルマガ、ホームページで事業の啓発活動を

行った。また、実行委員会の開催費用、事務局の人件費についても助成の対象と

なった。 
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２）そのことで、広告宣伝費、人件費は助成金で賄うことができた。また、理事会

の開催は、実行委員会や公的な会議の日程に合わせて開催することで旅費の負担

を軽減した。 

３）相談支援スキル強化事業より、社団運営費の予算としていた人件費、旅費、広

告宣伝費について一部負担したことで、社団運営費として、932,780 円に押さえ

ることができた。 

（２）事業費（32,610,000 円予算に対し⇒32,877,899 円） 

１）第 3 回全国研究交流大会は予算に比べ、1,321,404 円増の 20,525,404 円となっ

た。これまでの大会では、運営面で役員の所属団体の人的支援や経費負担に依る

ところが大きかったが、全国研究交流大会の実績が評価され、日本財団と赤い羽

根福祉基金より助成事業として受けることができた。そのことで、役員の所属団

体の負担を改善することができ、予算に比べて運営費が増えるという結果になっ

た。 

２）赤い羽根福祉基金の助成事業の中で、相談支援スキル強化事業を 2,340,745 円

で実施した。 

３）平成 28 年度厚生労働省社会福祉推進事業の助成を受け、相談支援現場の状況

に合わせた人材育成調査研究事業を 10,011,750 円で実施した。今回の調査事業は、

事業別に役員が担当して、役員担当の所属団体の協力のもと実施することで効率

的に行うことができた。 

４）事業費予算 32,610,000 円に対し、32,877,899 円となりほぼ予算通りの事業を

実施することができた。 

（３）支出総額は社団運営費と事業費の計で 33,810,679 円となった。 

 

３、結果、第三期（平成 28 年度）は 2,793,431 円の黒字で決算した。 
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第三号議案第三号議案第三号議案第三号議案    平成平成平成平成２９２９２９２９年度年度年度年度活動方針決定の件活動方針決定の件活動方針決定の件活動方針決定の件    

一、生活困窮者自立支援全国ネットワークの事業目的 

 

（一）「全国研究交流大会」の開催 

全国の生活困窮者に対する支援を行っている支援員(以下支援員)や学識経験者、行

政関係者等幅広い関係者が集い、現場の活動を踏まえた研究発表やシンポジウム、ワ

ークショップなどによる意見交換、政策提言を行うことを目的として「全国研究交流

大会」を定期的（年１回程度）に開催する。 

（二）支援員に対する「実践的研修セミナー（仮称）」の開催及び情報交換等 

現場の支援員を対象に「実践的研修セミナー」の開催（全国各地で複数回開催）及び

情報交換等、支援員の実践的な能力と資質向上を目指す。 

（三）行政等に対する政策提言など 

生活困窮者自立支援の現場の意見を集約し、必要に応じて行政等に対し政策提言を

行う。 

（四）その他前各号に掲げる事業に附帯又は関連する事業 

 

 

二、平成２９年度事業計画 

（一）全国規模のフォーラム「第４回生活困窮者自立支援全国研究交流大会」の開催 

（１）時 期：平成２９年１１月１１日（土）１２日（日） 

（２）場 所：１１日：高知県立県民文化ホール（オレンジホール） 

１２日：高知県立大学（永国寺キャンパス） 

（３）対象者：全国の支援に携わる人、行政職員、学識者、関係団体・一般市民等 

参加目標１，０００人  

（４）内 容： 「人の尊厳に根ざす生活困窮者自立支援で新しい社会保障の展望を共に

拓く」 

１．１日目 全体会 

① 基調鼎談「生活困窮者自立支援とこの国のセーフティネットのゆくえ」 

② 自治体編「生活困窮者自立支援で自治体政策をこう変える」 

③ 徹底討論パート１「生活困窮者自立支援制度と地域共生社会」 

④ 徹底討論パート２「生活困窮者自立支援制度と地域共生社会」 

⑤ フロアディスカッション 

２．２日目 分科会 

① 分科会１「はたらく」ことを支援する地域づくり 

② 分科会２「農業分野は、キャリア形成を応援できるか!?」 

③ 分科会３「一人ひとりの尊厳を柱とした包括ケアと生活困窮者支援」 

④ 分科会４ 現地企画①「ことわらない支援から視えてきたもの～地方中核都市

からの発信～」 
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⑤ 分科会５ 現地企画②「困りごと支援は土佐の山間から」 

⑥ 分科会６「子ども・若者支援～孤立からの脱却と自立支援の方策～」 

⑦ 分科会７「居住支援のこれから ―住宅と暮らしの一体的な支援とは」 

⑧ 分科会８「生活困窮者自立支援事業の力量アップをはかる～自ら＆協働の事業

推進の視点～」 

⑨ 分科会９「必須事業の実現に向けて ～家計相談支援の原点に戻る～」 

⑩ 分科会１０ 地域力「地域に生きる」」 

（５）上記に関わる事業活動 

 （６）第５回生活困窮者自立支援全国研究交流大会の準備 

   平成３０年度の第５回全国研究交流大会の開催に向けた準備を行う。 

１．開催日時：平成３０年１１月１０日（土）～１１日（日） 

２．開催地：熊本市 

３．内容:今後検討    

（二）厚生労働省社会福祉推進事業「生活困窮者自立支援事業の充実を目指すための自治

体支援等に関する調査・研究事業」の実施 

   １．全国の自治体を対象にしたアンケート調査の実施 

     １）全国の自治体（都道府県、指定都市、特別区、中核市、一般市）を対象に、

生活困窮者自立支援制度における自治体支援のための課題と研修メニュー

等の調査するためのアンケートを実施する。 

   ２．自治体の実験的なアドバイスやコンサルタントサービスの実施 

     １）全国の自治体（特別区、中核市、一般市）を対象に、困窮者支援の強化を図

るためのコンサルタントサービスの公募を行う。 

２）応募自治体から１０自治体を選定し、自立相談支援、就労準備支援、家計相

談支援、庁内連携、地域連携に向けた取り組み方についてなど、自治体の希

望に沿ったコンサルタントサービスを実施する。 

      ３．以上を推進するための検討委員会、小委員会を開催する。 

（三）相談支援のスキル強化のための会員通信等の実施 

１．会報の発行により、全国研究交流大会や調査・研究事業の報告、会員の困窮者

支援の取り組み、厚生労働省情報の紹介などを行う。会員通信は年４～６回を

予定する。併せて、メルマガでも発信していく。 

２．全国ネットワーク事務局の通信媒体により、連携団体と協力しながら、必要に

応じて相談支援員へのアドバイスなど、双方向の情報交換や会員間の繋がりの

促進を図る。  

（四）行政等に対する政策提言に取り組む 

   生活困窮者自立支援制度の３年目の見直し、充実に向けて、自治体調査や実践研

修、現場取材、全国研究交流大会を通して、困窮者自立支援の現場の意見を集約し、

行政等への政策提言に取り組む。 
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三、財政基盤の強化方針 

（一）会員、賛助会員の拡大による会費収入の増に取り組む。 

（二）一般企業の制度への理解を促すための働きかけを行い、賛助団体を募り、会費及び

特別会費、寄付金への協力を呼びかけ、収入増に取り組む。 

（三）公的、私的な助成金や補助金等の利用による財政的な強化を図る。    
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第第第第四四四四号議案号議案号議案号議案    平成平成平成平成２９２９２９２９年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件年度予算決定の件    

一、予算概要 

１、収入の部（39,000,000 円） 

（１）会費として、会員 800 人、社員 65 人、賛助団体 30 口、3,950,000 円を計画する。 

（２）助成金として、厚生労働省社会福祉推進事業より 10,000,000 円、日本財団より

8,240,000 円、赤い羽根福祉基金より 8,500,000 円の収入で事業を計画する。 

（３）全国研究交流大会参加費収入として 1,000 人参加で 8,200,000 円を計画する。 

（４）その他 110，000 円を含めて総合計 39,000,000 円を収入予算とする。 

 

２、支出の部（39,000,000 円） 

（１）社団運営費 

理事会開催のための旅費交通費として 300,000 円、事務局人件費 600,000 円、会

場借料 100,000 円、事務所使用料 180,000 円、会員募集のための広告宣伝費として

200,000 円、ホームページ管理料 330,000 円など運営費として総額 2,030,000 円を

予算とする。 

（２）事業費 

１）第 4 回全国研究交流大会は、大会参加費と日本財団、赤い羽根福祉基金の助成

金で実施する計画である。全国研究交流大会予算は総合計で 24,570,000 円とす

る。 

２）相談支援のスキル強化事業を赤い羽根福祉基金の助成金で実施し、2,400,000

円を予算に計上する。 

３）調査事業として、生活困窮者自立支援事業の充実を目指すための自治体支援等

に関する調査・研究事業を社会福祉推進事業の助成金で実施し、10,000,000 円を

予算に計上する。 

 （３）第四期は社団運営費と事業費とで総計 39,000,000 円の支出予算とする。 

 

３、第四期（平成 29 年度）の予算は剰余金 0 円で計画する。 
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１０月２０日時点 

会員数 １，３５３名 
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＜連絡先＞ 

一般社団法人生活困窮者自立支援全国ネットワーク 事務局長 行岡みち子 

〒169－0072 東京都新宿区大久保 2-4-15 サンライズ新宿 3Ｆ 

TEL 03－3232－6131 FAX 092－481－7886 

MAIL：info@life-poor-support-japan.net 

 

※日頃は上記事務所に常駐しておりませんので、下記にご連絡いただきますよう 

お願い致します。 

グリーンコープ共同体 生活再生事業推進室内  TEL 092－481－6873  

 

 


